男女平等産別統一闘争　市長会要請報告
　日時：2012年6月18日　11時00分～11時40分
　市長会：中村秀文行政部長、河部藍子主事　
　自治労：森本正宏労働条件局長、青木真理子組織対策局長、担当ヤロシュ
　はじめに森本労働条件局長から「自治労はこの6月期に、全組織をあげて、男女平等産別統一闘争に取り組んでいる。本日は、行政への対応を求める行動の一環として要請書をお持ちした。今後のご対応をお願いしたい」と挨拶があり、引き続き青木組織対策局長から要求項目の説明を行った。
　これを受け、市長会からは「旧姓使用や選択性夫婦別姓制度など、国に働きかけるという性格のものについては、全国市長会としても取り組みやすい。しかし当会では、事務局が首長に政策を提言するという体制にはない。むしろ首長に要請する場合は、各自治体において直接された方が有効ではないか。男女平等施策に関しては、内閣府からも取り組みを要請されているところではあるが、それらについても首長には資料配布など情報提供という形で対応している」との発言があった。
続いて自治労から「市長会において男女平等参画の施策を所管する委員会等はないのか」と質したところ、「現状ではそうした委員会は設置していない。むしろ、公務員制度改革に関しての議論が活発だ。よほど男女共同施策に熱心な首長がいれば、また状況も変わると思う。しかし、現在は出先機関改革などが焦点となっており、6月6日に行われた総会でも、それらの課題に議論、決議が集中している」との回答があった。
また女性市長の割合と市長会の女性役員数について質問したところ、女性市長は810人中17人で約2％、市長会の役員はブロックでの持ち回りなどもあり、単純に数値で示せるものではないとの回答があった。
さらに男女平等参画に関する条例・計画をめぐり、自治労から「市町村合併以降、市段階での策定状況や、各種取り組みが鈍化しているのではないか」との懸念を示したところ、市長会からは「男女施策が一定程度、根付いてきたため、逆にそう映るのではないか」との見解が述べられた。
その後、公務員制度改革や出先機関改革に関し、若干の意見交換を行いつつ、今後も男女平等施策などについて、適宜、意見交換を行う旨を確認し、この日の要請行動を終えた。
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